
平成２２年度　高知県普通会計決算見込みについて
（ポイント編）

　人件費や公債費といった義務的な経費の抑制など、これまでの財政健全化の取り組
みや、地域活性化・雇用等臨時特例費の創設、臨時財政対策債の増額など実質的な地
方交付税が増になったことで、各財政指標が一定改善した。

 ・ 単年度収支及び実質単年度収支は３年連続の黒字
　　（単年度収支：１９億９百万円、実質単年度収支：９億３０百万円）
 ・ 財政構造の硬直化を示す経常収支比率は、９２．４％と前年度を３．２ポイント
   下回り、３年連続の改善となった
 ・ 実質公債費比率は、１５．７％と前年度を０．５ポイント下回り改善傾向にある
 ・ 臨時財政対策債の増加に伴い県債現在高は１３８億６５百万円の増（８,１２９億
   ３８百万円）となったが、臨時財政対策債を除く県債現在高は３０１億２２百万円
　 の減（５，４４３億２７百万円）となり、１０年連続の減少

各財政指標の改善

特　徴

【歳入】
　地方交付税などが増になったものの、国庫支出金や県債、諸収入などの減により、
５２９億１９百万円の減（歳入総額４，５１２億５８百万円）

【歳出】
　国の経済危機対策に伴う普通建設事業費や基金の積立金の減により、６３２億５２百万
円の減（歳出総額４,３１８億３５百万円）
　

歳入歳出は国の経済危機対策の減少により減

○財政調整的基金
　財政調整的な基金の取り崩し（財政調整基金１０億円＋減債基金ルール外１０億円）を
行ったものの、国の経済危機対策の活用や実質的な地方交付税の増により、平成
２２年度末残高は、２６６億４４百万円（１億８７百万円の減）を確保した。

○特定目的基金
　国の補正予算の活用等によりこれまでに積み立てた雇用創出や医療施設の耐震化の
ための基金などを取り崩したことから、特定目的基金の平成２２年度末残高は５３２億８
百万円（８３億１４百万円の減）となった。

将来に向けた基金の確保


